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本県における生産性向上の取組方針について

１ 介護現場における生産性向上の取組の推進

○ ひなた介護ＤＸ支援センターにおいて、介護テクノロジーの導入・活用

や業務改善に係る相談対応、機器の展示・試用貸出、有識者派遣等の支援

を実施

２ 介護テクノロジーの活用促進

○ 介護テクノロジー導入支援補助金による導入支援を通じ、介護事業所に

おける介護テクノロジーの活用を促進

３ 好事例の横展開による県内事業所への取組の普及促進

○ 好事例リーフレットを作成し、ホームページ等で紹介するほか、事例

交流会を開催し、伴走支援事業所が取組について発表するなど、取組の

横展開を通じて県内の事業所全体へ生産性向上の取組を波及
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介護事業関係者が参加する介護現場革新会議を開催し、介護事業者の相談窓口である介護生産性向上総合
相談センターを設置・運営するとともに、人材育成等に取り組む事業者を認証する制度を実施することで、
介護現場における生産性向上や人材確保の取組を推進する。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 介護現場革新会議の開催 666千円

介護現場における課題への対応方針や、介護生産性向上総合相談センターの運営方針などの検討を
行うための会議を開催する。

② 介護生産性向上総合相談センターの運営 25,434千円
介護事業者からの生産性向上に関する相談を総合的に受け付けるワンストップ窓口を設置するとと

もに、介護ロボットの展示・貸出、伴走支援・有識者派遣による課題解決や、関係機関との連携によ
り支援等を行う。

③ 認証評価制度の運営 5,370千円
人材育成等に取り組む介護事業者に

対する認証を行う。
⑵ 事業の仕組み

① 県 ➁③ 県 民間企業等
⑶ 成果指標

介護保険施設の介護ロボット又はICT導入率
R5年度 80.6％ → R8年度 100.0％

認証事業者数 R8年度 100事業者

事業の概要

介護生産性向上総合事業

新

令和６年度～令和８年度事業の期間

長寿介護課 ３１，４７０千円
【財源：医療介護確保基金】

負担金貸付

事項別説明資料 改
当初 【留意事項】

○１枚目（この頁）の各項目の枠や位置は、
変更不可

○フォントも変更不可
  →事業名：ＭＳ Ｐゴシック24.0ポイント 太
字

課名・財源：ＭＳ Ｐゴシック12.0ポイン
ト 太字

本文：（項目）メイリオ14.0ポイント

○白黒印刷が基本

○財源の書きぶり統一
・国庫補助は原則「国庫」として、臨時交付
金及び包括交付金の場合のみ「国庫（臨時交
付金）」、「国庫（包括交付金）」とする。

・基金の場合は、略称を用いて良いが、以下
を参考に部局内で統一を図ることとする。た
だし、宮崎再生基金は略さない。
→国スポ・障スポ基金、医療介護確保基金
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介護ロボットや介護ソフト等の導入を支援することで、介護職員の負担軽減や業務効率化など働きやすい
職場環境を整備し、介護人材の確保及び定着を図る。

事業の目的

⑴ 事業内容
① 介護ロボットの導入支援 141,600千円（補助率４／５以内）

介護職員の身体的負担の軽減や業務の効率化に資する介護ロボットの導入を支援
②    ICT等の導入支援 110,000千円（補助率４／５以内）

介護記録から請求業務までを一体的に処理できる介護ソフト及びタブレット端末等の導入を支援
③   パッケージ型導入支援（補助率４／５以内）

ア 介護テクノロジーのパッケージ型による導入 62,500千円
介護ロボットやICT機器等を複数組み合わせたパッケージ型による導入を支援

イ 見守り機器の導入に伴う通信環境整備 19,200千円
見守り機器を効果的に活用するために必要となる通信環境の整備を支援

⑵ 事業の仕組み
①～③県  民間企業等     

⑶ 成果指標
介護サービス事業所における介護ロボット又はICTの導入率  26.5％(令和７年) → 35.0％(令和８年)

事業の概要

介護テクノロジー導入支援事業  

令和８年度事業の期間

長寿介護課 ３３３，３００千円
【財源：国庫、一般財源】

負担金貸付出資

令和８年度 新規・改善事業概説書 改
当初 【留意事項】

○１枚目（この頁）の各項目の枠や位置は、
変更不可

○フォントも変更不可
  →事業名：ＭＳ Ｐゴシック24.0ポイント 太
字

課名・財源：ＭＳ Ｐゴシック12.0ポイン
ト 太字

本文：（項目）メイリオ14.0ポイント

○白黒印刷が基本

○財源の書きぶり統一
・国庫補助は原則「国庫」として、臨時交付
金及び包括交付金の場合のみ「国庫（臨時交
付金）」、「国庫（包括交付金）」とする。

・基金の場合は、略称を用いて良いが、以下
を参考に部局内で統一を図ることとする。た
だし、宮崎再生基金は略さない。
→国スポ・障スポ基金、医療介護確保基金
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その他

【活動結果（事業のアウトプット）と中間成果を併記する場合（UIJ
ターンの例）】
（活動結果）県外からの就職説明会参加者数 現状（令和●年度）
●●人 → 令和●年度 ●●人
（中間成果）ふるさと宮崎人材バンクを通じた県内就職者数 現状（令
和●年度）●●人 → 令和●年度 ●●人

改

補助



地域のモデルとなる施設を育成し、モデル施設における
好事例の横展開等を通して、介護現場における生産性向上
の取組の推進を図ることを目的として、以下のモデル施設
における介護テクノロジーの導入等を支援。

① 介護老人保健施設シルバーケア野崎ほか（宮崎市）
② 特別養護老人ホームひなもり園（小林市）
③ 特別養護老人ホーム立縫の里ほか（日向市）

⇒ 施設ごとに取組概要を作成、県ＨＰで周知
⇒ 他事業所の見学受入れ

7

好事例の横展開

モデル施設育成事業（令和６年度）



モデルとなる介護事業所の取組を創出するため、専門家
の派遣等による長期的な伴走支援により、生産性向上の取
組内容やノウハウを横展開することを目的として以下の事
業所における取組を支援。

① 特別養護老人ホームひえいの郷（延岡市）
② 介護老人保健施設相愛苑（小林市）
③ 特別養護老人ホーム敬寿園（延岡市）

⇒ 施設ごとに取組概要を作成、県ＨＰで周知
⇒ 取組内容を事業所が発表する「交流フォーラム」
を開催（２月）

⇒ 県広報テレビ「おしえて！みやざき」放送（６月）

8

好事例の横展開

専門家による伴走支援（令和７年度）
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ひなた介護DX支援センターの運営方針について

１ 介護事業所からの生産性向上の取組等に関する相談対応

２ 介護事業所に対する伴走支援の実施、有識者の派遣

３ 介護テクノロジーの展示・試用貸出

４ 生産性向上の取組に関する研修会・展示会

５ その他

ひなた介護DX支援センターでは、以下の取組を行う。
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１ 介護事業所からの生産性向上の取組等に関する相談対応

⚫ 介護サービス事業所が抱える生産性向上（介護テクノロジーを含む）の取組に関する全般的な課
題等を解決する。

目 的

⚫ 平日の９時から１７時まで相談窓口を設置し、相談へ対応（土日祝日・年末年始除く）
⚫ 事業所からの生産性向上の取組等に関する相談を受け付け、相談内容に応じて、事業所の抱える

課題の解決に向けた助言や有識者の派遣、機器の試用貸出のほか、適切な支援先の紹介を行う。
⚫ 人材確保や魅力発信、テクノロジーの活用等の業務改善以外に関する相談についても、関係する

事業や実施機関等を紹介する等の対応を行い、相談者の課題が解決するよう支援を行う。

実施概要
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• 相談件数 40件（４月：10件、５月：10件、６月：８件、７月：９件、８月：３件）
• 相談内容 介護テクノロジー関係：14件、展示場見学関係：10件、業務改善関係：14件 ほか

実績（R8.4.1～R8.8.31）



２ 介護事業所に対する伴走支援の実施、有識者の派遣

⚫ モデルとなる介護事業所の取組を創出するための長期的な伴走支援等により、生産性向上の取組内容やノ
ウハウを横展開する。

目 的

【伴走支援】
⚫ 介護事業所における業務改善の取組に対し、有識者を派遣するなどして長期的な伴走支援を行う。
⚫ 伴走支援事業所は３事業所程度を選定し、１事業所につき有識者を６回程度派遣する。
⚫ 研修会等を開催し、伴走支援を行った介護事業所の事例など、モデルとなる取組を県内の事業所に横展開

する。なお、伴走支援を通じて行われた試行錯誤や失敗談等についても、生産性向上の取組に係るノウハ
ウの取得につながるため、必要に応じて横展開の際に活用する。

【有識者派遣】
⚫ センターへの相談のうち、生産性向上に向けた業務内容の見直しや介護テクノロジーの導入など必要に応

じて、有識者を随時派遣し、助言等の支援を行う。

実施概要
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【伴走支援】
• ４事業所へ支援を実施（わかば（特養：都城市）、ゴールデンレイク（特養：宮崎市）、みどりの丘（老

健：日南市）、ミューズの虹高原（特養：高原町））
【有識者派遣】
• 派遣回数 ７件（その他実施予定が４件）

実績（R8.4.1～R8.8.31）



【取組概要】（令和８年度）
① 特別養護老人ホームわかば（都城市）
・給与計算等のバックオフィス業務や記録業務をデジタル化し、業務効率化へつなげる。
・外国人職員間の情報共有にAIを活用する。

② 特別養護老人ホームゴールデンレイク（宮崎市）
・職員間の連絡・申し送りや、会議室の管理等の業務にAIを活用し、効率化を図る。
・導入済みの介護ソフトや見守り機器を使いこなせていないため、機器を活用し、業務効
率化へつなげる。

③ 介護老人保健施設みどりの丘（日南市）
・手書きで行っている記録業務に導入済みの介護ソフトを活用し、効率化を図る。
・生産性向上委員会で抽出された課題の解決へ向けた取組を進める。

④ 特別養護老人ホームミューズの虹高原（高原町）
・手計算や紙記録で行っている事務処理のペーパーレス化を進めるとともに、職員全体が
ツールを使いこなせるようにする。

14

伴走支援事業所による取組



３ 介護テクノロジーの展示・試用貸出

⚫ 介護事業所等に介護テクノロジーに実際に触れ、体験してもらうことにより、機器の導入・普及
を推進する。

目 的

【常設展示】
⚫ 平日９時３０分から１６時まで常設展示場を開設し、介護事業者向けに機器を展示する。
⚫ 事業所のニーズに即した機器を展示するため、半年に１回程度展示機器の見直しを検討する。
【試用貸出】
⚫ 開発企業と調整の上、貸出を希望する事業所に介護テクノロジーの試用貸出を実施する。
⚫ 介護テクノロジーが事業所に適したものか確認し、効果的な活用につながるよう助言を行う。

実施概要
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【常設展示】
• 来場者数 204名（うち介護事業所47名、一般157名）
• 展示機器数 約40機器（見守り機器、移乗・移動・排泄・入浴支援機器、介護ソフト等）
【試用貸出】
• 貸出件数 10件（移乗支援機器など）（その他、試用貸出に向けて調整中が３件）

実績（R8.4.1～R8.8.31）



４ 生産性向上の取組に関する研修会・展示会

⚫ 生産性向上の取組の必要性や取組の方法、先進的な事例等を広く普及・啓発する。

目 的

【研修会】
⚫ 生産性向上の取組手法（取組計画の策定、現場の課題の把握とそれに応じた取組方策、取組実施

時の留意事項、取組による効果の把握等）の説明や双方型のワークショップ等による研修会を実
施する。

⚫ 研修会は、県内３会場ごとにそれぞれ２回ずつ（計６回）開催し、オンラインでの受講も可能。
【展示会・イベント】
⚫ 展示場において、県内の介護事業所を対象とした介護テクノロジーの活用等による生産性向上に

資するイベントを２回程度開催する。

実施概要
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【研修会】
• 県内３会場（宮崎、都城、延岡）でそれぞれ２回開催予定 ※募集中
【展示会・イベント】
• 常設展示場にて機器の展示・実演を行うイベントを計４回開催予定 ※募集中

実績（R8.4.1～R8.8.31）
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令和７年度の事業を踏まえた改善策の実施

⚫ センターの支援内容をイメージしやすいよう、センターのチラシに事業所へ支援を行った内容を
記載し、介護事業所へのさらなる周知に取り組む。

⚫ 各団体の会議等の機会を活用して、交流フォーラムのチラシを事業者へ配布いただくなど、セン
ターの周知に協力いただく。

介護事業所からの生産性向上の取組等に関する相談対応

⚫ 伴走支援を実施した各事業所の取組概要をまとめた事例集を作成し、県内事業所へ横展開するこ
とで、支援内容の周知・普及に取り組む。

介護事業所に対する伴走支援の実施、有識者の派遣

⚫ 研修会の中でグループワークの時間を設け、受講者間での情報交換を行うことができるようプロ
グラムを組む。

⚫ 研修会の前後でモデル施設や伴走支援事業所の取組概要を紹介するなどして、生産性向上の取組
によりどのような効果があるか受講者へ周知を図る。

生産性向上の取組に関する研修会・展示会
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その他
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【概要】
取組に係るKPIのうち、

「介護保険施設における介護テクノロジー導入率」89%（R6年度）→ 100%（R8年度末）
を

「介護サービス事業所における介護ロボット又はICTの導入率」26.5％（R7年度末） → 50.0％（R11年度末）
へ変更することを検討

【理由】
現行のKPIでは、対象事業所を介護保険施設に限定しているが、実績が目標値近くになったことや、全ての介

護サービス事業所への介護テクノロジーの導入を推進する必要があることから、対象範囲を広げ、それに伴い
導入率を変更するもの。

合わせて、次期計画（第１０期宮崎県介護保険事業支援計画）におけるKPIとしても、同項目の設定を想定。

取組に係るKPIの変更について

① 介護保険施設における介護テクノロジー導入率：89%（R6年度）→ 100%（R8年度末）
② 伴走支援事業所における成果：生産性向上の取組の成果（時間外勤務の縮減等）と同等の効果を創出
③ ひなた介護DX支援センターにおける相談対応件数：年間80件
④ ひなた介護DX支援センターが実施する研修会の受講者数：年間200名（オンライン受講含む）

取組に係るKPI（現行）
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